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仕 様 書 

 

１ 件名 

  療養費支給申請書に係る点検業務 

 

 

２ 業務内容 

（ア） 共通事項 

 （１） 前年度データの検索・閲覧・印刷処理 

 （２） 各種作業を次年度に引き継ぐための資料の作成 

 （３） 各種発送文書の郵券料の支払い 

（イ） はり・きゅう、あん摩・マッサージ、補装具、食事療養費の点検 

（１） はり・きゅう、あん摩・マッサージ、補装具、食事療養費支給申請書の電子データ（以

下「はり等申請書」という。）を受け取る。 

 （２） はり等申請書のパンチデータを作成する。 

 （３） 検索閲覧システムの提供及び同システム用のデータを作成する。 

（４） はり等申請書の内容点検を行う。（食事療養費は除く。） 

 （５） はり等申請書の資格点検を行う。 

（６） 啓発文書発送対象者を抽出し、被保険者に対し啓発を行う。 

 （７） 照会文書発送対象者を抽出し、被保険者に対し文書による照会を行う。 

 （８） はり等申請書の内容点検等で疑義のある場合は、あん摩・マッサージ・指圧師又は鍼灸

師に対し請求内容の照会を行う。 

 （９） 返戻作業を行う。 

（１０）団体別・施術者別支給決定通知書（データ）の作成を行う。 

（１１）過誤返戻となるはり等申請書の過誤理由付せん等を作成する。 

 （１２）業務完了後、業務結果を分析し、広域連合に報告する。 

 （１３）各種作業を次年度に引き継ぐための資料の作成 

（ウ） 柔道整復施術療養費の点検 

 （１） 柔道整復施術療養費支給申請書の電子データ（以下「柔道整復申請書」という。）を

受け取る。 

（２） 柔道整復申請書の検索閲覧システム用データを作成する。 

（３） 柔道整復申請書の内容点検を行う。 

（４） 柔道整復申請書の資格確認を行う。 

（５） 啓発文書発送対象者を抽出し、被保険者に対し啓発を行う。 

（６） 照会文書発送対象者を抽出し、被保険者に対し文書による照会を行う。 

（７） 柔道整復申請書の内容点検等で疑義のある場合は、柔道整復師に対し請求内容の照会

を行う。 

（８） 返戻作業を行う。 

（９） 過誤返戻となる柔道整復申請書の過誤理由付せん等を作成する。 

（１０）過誤返戻を行う柔道整復申請書について、委託者の後期高齢者医療電算処理システム

（以下「標準システム」という。）に返戻処理を行う。 
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（１１）業務完了後、業務結果を分析し、広域連合に報告する。 

 ３ 各作業項目における年間処理件数（見込み）     

 
①はり・ 

きゅう等 

②補装具、 

食事療養費 
③柔道整復 

画像化点検対象件数 １2，０００件 ６，０００件 ４０，０００件 

啓発文書発送件数（注１） １，2００件 － ４，０００件 

患者照会発送件数（注２） １，2００件 － ４，０００件 

回答文書回収件数（注３） ８４０件 － ２，８００件 

     ※ 上記の件数は、見込み件数であり変動する場合がある。 

     （注１） 啓発文書発送件数は予測申請書数量を×１０％で試算。 

     （注２） 患者照会発送件数は予測申請書数量を×１０％で試算。 

     （注３） 回答文書回収件数は７０％で試算。 

 

４ 業務内容（詳細） 

（ア）共通事項 

 （１） 前年度データの検索・閲覧・印刷処理 

   前年度事業者が作成したデータ及び画像を、本年度事業者が構築したシステムで検索・閲 

  覧・印刷を可能にすること。 

 （２） 各種作業を次年度に引き継ぐための資料の作成 

   次年度に委託業者が変更になった場合でも、デジタル化された納品物（申請書・調査回答 

  書等）の検索・印刷ができるよう、次の資料を作成すること。 

  ① 申請書データ全件 

  ② 申請書データのデータ項目 

  ③ 申請書画像全件（申請書データとの整合性がわかる画像名で納品） 

  ④ 申請書の点検結果 

  ⑤ 照会文書の発送状況（回答、未回答の状況等） 

  ⑥ 被保険者からの回答書 

  ⑦ 被保険者からの回答書のイメージ画像 

  ⑧ 下記種別に分類し、ソートすること 

    ・第一ソートキー：照会文書の送付月 

    ・第二ソートキー：点検済か点検未 

    ・第三ソートキー：返戻対象か否か 

  ⑨ その他資料については、広域連合と協議の上作成し納品すること。 

 （３） 各種発送文書の郵券料の支払い 

   照会文書の返信用郵券料（年間 3,640 件）及び請求内容の確認を行う必要がある施術師

照会等に係る返信用郵券料（年間 60 件）については受託者が支払う。それ以外の郵券料に

ついては広域連合が支払う。 

（イ）はり・きゅう、あん摩・マッサージ、補装具、食事療養費の点検 
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（１） 申請書等データの受け取り 

令和７年 4 月から令和８年 3 月までに受託者へ提供するはり等申請書を対象とする。 

広域連合にて受け付けたはり等申請書、医科及び DPC の診療報酬明細書（以下「レセプト」

という。）データ及び被保険者マスタデータを、毎月１２日までに受託者へ提供する。 

受け取った際、件数を確認し、受領書（様式１）を作成、広域連合へ送付する。 

（２） はり等申請書パンチデータの作成 

はり等申請書の内容をデータ化（広域連合が指定する内容による）し、広域連合が提供する

「被保険者マスタデータ」と突合すること。エラーに関しては、はり等申請書とデータに差異

が無いことを確認し、差異がある場合は、はり等申請書のとおりに訂正し、再度、被保険者マ

スタとの突合作業を行い、はり等申請書パンチデータを作成すること。２回目の被保険者マス

タデータとの突合の際のエラーについては、過誤返戻対象とすること。仕様は別紙のとおりと

する。 

（注） 支払先マスタのない補装具、食事療養費に関しては、銀行番号、支店番号、口座種

別、口座名義人等の口座情報を申請書より入力すること。 

（３） 検索閲覧システムの提供及びシステム用データの作成 

検索閲覧システムを提供すること。 

受託者はスキャニングにより回答文書の画像データを作成すること。（スキャニングによる

解像度２００dpi 以上） 

広域連合が提供するはり等申請書及び回答文書の画像データを加工し、検索閲覧システム

用の画像データを作成すること。 

申請書パンチデータ項目と追加パンチデータ項目（提案内容による）を作成し、検索閲覧シ

ステム用の画像データに則した検索閲覧システム用の画像検索データを作成すること。 

   検索項目は、施術年月、被保険者番号、受診者名、施術所名、施術者登録番号、傷病名、 

照会文書番号、往療有無、費用額、初検年月日、施術日、施術日数、返戻対象者、文書照会対

象者、照会文書の着未着 

   作成した検索閲覧システム用の画像検索データ及び画像データを、広域連合が指定する日

までに電子記録媒体（CD-R 等）で納品すること。 

（４） はり等申請書の内容点検 

   受託者は、作成した画像を基に、はり等申請書の内容点検を実施し、広域連合が指定する日

までに各種報告資料を紙媒体及び電子記録媒体で納品すること。ただし、食事療養費について

の内容点検は不要とし、パンチデータの作成のみとすること。 

① 厚生労働省通知「はり師、きゅう師及びあん摩・マッサージ・指圧師の施術に係る療養費

の支給について」、「はり師、きゅう師及びあん摩・マッサージ・指圧師の施術に係る療養

費の支給の留意事項等について」等を踏まえ、単価・計算根拠・請求金額、施術・往療内

容、傷病名等を点検すること。また、添付書類を確認すること。 

② 広域連合が提供するレセプトデータとはり等申請書の突合点検を行うこと。 

  突合の結果以下のリストを作成すること。 

  ・医科重複一覧（同一月にレセプトで、同一の疾病で重複受診が確認できるもの） 

  ・医科入院重複一覧（同一月に、レセプトで入院の履歴が確認できるもの）等 

  この他、変更や追加のある時は、甲乙協議の上定めることとする。 

  ③ 補装具については、添付書類を確認し（診断書、領収書（写）、内訳書（使用材料が 
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別記載されている場合））病名と作成された補装具の関連性を確認すること。また、使 

用材料に対する数量・単価・金額を確認し、領収書（写）の金額及びはり等申請書の療養

に要した費用額の照合をすること。 

※ 補装具の単価は年度により変更されるため、診断日の属する年度により点検すること 

に留意すること。 

  ④ はり・きゅう、あん摩・マッサージの点検業務については、精通した担当者をあたらせる

こと。 

  ⑤ 点検時において、疑義を生じたはり等申請書を発見した場合は、その都度広域連合に指示

を求め、その指示に従い処理すること。 

（５） はり等申請書の資格点検 

  受託者は、広域連合が提供する「被保険者マスタデータ」とはり等申請書データを突合

し、資格点検を行うこと。資格の有無のほか、負担割合、負担限度額、保険者番号、被保険

者番号、氏名、生年月日、性別等について点検すること。 

被保険者マスタデータとはり等申請書の内容に差異がある時は、過誤返戻対象とし、はり

等申請書の返戻業務を行うこと。 

（６） 啓発文書発送対象者の抽出、対象被保険者への啓発文書の発送 

次の手順により、啓発文書発送対象者を抽出し、啓発文書を送付すること。 

①  （４）の点検後、啓発文書発送対象に該当するはり等申請書を抽出し、「啓発文書発送

対象はり等申請書リスト」を作成し、速やかに広域連合へ提出すること。（広域連合にお

いて、当該リストを基に送付対象被保険者（以下「啓発対象者」という。）を特定する。）

また、「啓発対象抽出基準」の年度途中の一部変更にもその都度対応すること。 

啓発対象となるはり等申請書の条件は 

  ・初療施術（施術月と初療月が同一）  

・頻回施術（１５日／月以上） 

・長期施術（３カ月以上） 

・医科との併給、柔道整復師施術療養費との併給及び入院中の施術 

・同意書に往療の必要性の記載がなく、下肢及び体幹に係る傷病名もないのにもかか 

わらず、往療料の算定があるもの 

  ② 広域連合が特定した啓発対象者については、啓発文書を作成し、送付すること。 

    なお、送付先ははり等申請書申請欄に記入された被保険者住所とする。ただし、「摘

要」欄の往療先住所が被保険者住所と異なり、かつ当該往療先に居住していると考えら

れる場合には、往療先住所へ送付すること。 

  ③ 啓発に関する被保険者等からの問い合わせについては、受託者において丁寧に対応する 

こと。また、施術者や団体からの問い合わせについても同様とすること。 

  ④ 問題が発生した場合は、速やかに広域連合に報告し、その指示を受けること。 

（７） 文書照会対象者の抽出、対象被保険者及び施術者への照会 

  次の手順により、文書照会対象者を抽出し、照会文書を送付して回答を回収すること。 

① （４）の点検後、（６）の啓発文書発送対象であった被保険者で、内容点検において疑義

があり、文書照会対象に該当するはり等申請書を抽出し、「文書照会対象はり等申請書リ

スト」を作成し、速やかに広域連合へ提出すること。（広域連合において、当該リストを

基に文書照会送付対象被保険者（以下「照会対象者」という。）を特定する。）また、「照
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会対象抽出基準」の年度途中の一部変更にもその都度対応すること。 

   文書照会対象となるはり等申請書の条件は  

    ・前々月の処理以前に、（６）の啓発文書発送対象者であること 

    ・頻回施術（１５日／月以上） 

    ・長期施術（３カ月以上） 

    ・医科との併給及び入院中の施術 

・同意書に往療の必要性の記載がなく、下肢及び体幹に係る傷病名もないのにもかか

わらず、往療料の算定があるもの 

・広域連合が指定したもの 

  ② 広域連合が特定した照会対象者については、照会文書を作成し、広域連合が別途同封を指

示した啓発文書等と返信用封筒を同封すること。 

 なお、送付先ははり等申請書申請欄に記入された被保険者住所とする。ただし、「摘要」

欄の往療先住所が被保険者住所と異なり、かつ当該往療先に居住していると考えられる

場合には、往療先住所へ送付すること。 

  ③ 照会に関する被保険者等からの問い合わせについては、受託者において丁寧に対応する 

こと。また、施術者や団体からの問い合わせについても同様とすること。 

  ④ 照会・回答の内容については、「文書照会結果リスト」により広域連合に報告すること。 

  ⑤ 問題が発生した場合は、速やかに広域連合に報告し、その指示を受けること。 

  ⑥ 照会に対して回答があった場合は、回答とはり等申請書を照合し、再度点検すること。 

（８） あん摩・マッサージ・指圧師及び鍼灸師への確認 

  内容点検において、請求内容の確認を行う必要がある案件については、あん摩・マッサージ・

指圧師及び鍼灸師に架電又は施術者照会をし、事実確認を行う。確認結果については、経過

（通話の有無、日時、通話時間、通話内容、対応者、架電者、その他特記事項）を詳細に記

録し又は施術者照会の回答結果を広域連合に提出すること。 

（9） はり等申請書の返戻 

  受託者がはり等申請書を点検した結果、返戻対象となったはり等申請書について、次の手順

で返戻に係る業務を行うこと。 

 ① 点検の結果、返戻対象としたはり等申請書については、返戻事由がわかるように返戻対象

はり等申請書の一覧を作成し、返戻について広域連合の承認を得ること。 

  ② 広域連合が返戻を承認したはり等申請書については、施術者に連絡を行い、返戻の理由等

を説明し施術者に返戻の了解を得ること。 

  ③ 返戻に伴う施術者や団体からの問い合わせには適切に対応すること。問い合わせと回答

の内容については、軽易なものを除き、施術者ごとに記録し、広域連合の求めがあれば、

随時報告すること。また、広域連合の判断や、広域連合からの回答が必要な場合は、速や

かに報告し、その指示を受けること。 

（１０） 支給決定通知書（データ）の作成 

検索閲覧システムで、支給決定データを作成し、団体別及び施術者別の支給決定通知書を 

作成・印刷・発送すること。（支給決定通知書発送件数  年間 1000 件） 

支給決定通知書の帳票仕様は別紙のとおりとする。 

（１１） 過誤理由付せんの作成 

・ 施術者に了解を得た返戻されるはり等申請書に付する過誤理由付せんは、広域連合が指
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定する「過誤理由付せん」の様式（様式２）に必要事項を記入し、作成すること。 

・ 過誤理由付せんの記載事項は、広域連合と協議の上指示に従うこと。 

・ 過誤理由付せんの納品期日及び納品方法については、広域連合の指示に従うこと。 

（１２） 審査等の結果の分析、報告について 

審査等の結果について、広域連合との協議の上、分析し、報告書を作成するとともに、広

域連合が指定する方法により報告すること。 

各種データについて広域連合が別途、提出（電子や紙媒体）を求めた場合、速やかに提出

すること。 

 

（ウ） 柔道整復施術療養費の点検 

（１） 申請書等データの受け取り 

  国保連における令和７年３月審査分～令和８年２月審査分の柔道整復申請書を対象とす

る。 

毎月、青森県国民健康保険団体連合会（以下「国保連」という。）より１次審査を終えた

柔道整復申請書及びレセプトデータを、毎月１２日までに受託者へ提供する。 

  受け取った際、件数を確認し、受領書（様式１）を作成、広域連合へ送付する。 

（２） 検索閲覧システムの提供及びシステム用データの作成 

検索閲覧システムを提供すること。 

受託者はスキャニングにより回答文書の画像データを作成すること。（スキャニングによ

る解像度２００dpi 以上） 

広域連合が提供する柔道整復申請書及び回答文書の画像データを加工し、検索閲覧システ

ム用の画像データを作成すること。 

広域連合が提供する柔道整復申請書パンチデータ項目と追加パンチデータ項目（提案内容

による）を作成し、検索閲覧システム用の画像データに則した画像検索データを作成するこ

と。 

   検索項目は、施術年月、被保険者番号、受診者名、施術所名、施術者登録番号、傷病名、

照会文書番号、往療有無、費用額、初検年月日、施術日数、返戻対象者、文書照会対象者、

照会文書の着未着 

作成した検索閲覧システム用の画像検索データ及び画像データを、広域連合が指定する日

までに電子記録媒体（CD-R 等）で納品すること。 

 （３） 柔道整復申請書の内容点検 

   受託者は、作成した画像及び画像検索データを基に柔道整復申請書の内容点検を実施し、

広域連合が指定する日までに各種報告資料を紙媒体及び電子記録媒体で納品すること。  

① 柔道整復師法及び「柔道整復師の施術料金の算定方法」、「柔道整復師の施術に係る療養

費の算定基準の実施上の留意事項等について」等の厚生労働省通知を踏まえ、柔道整復申

請書の内容に関わる全ての点検を行うこと。また、添付書類を確認すること。 

②  レセプトデータと柔道整復申請書の突合点検を行うこと。また、はり等申請書データと

の突合点検を行うこと。 

突合の結果以下のリストを作成すること。 

  ・医科重複一覧（同一月にレセプトで、同一の疾病で重複受診が確認できるもの） 

  ・医科入院重複一覧（同一月に、レセプトで入院の履歴が確認できるもの）等 
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  この他、変更や追加のある時は、甲乙協議の上定めることとする。 

③ 点検時において、柔道整復申請書の内容等に疑義が生じた場合は、その都度広域連合に

指示を求め、その指示に従い処理すること。 

（４） 柔道整復申請書の資格確認 

  受託者は、広域連合が提供する「資格確認結果エラーリスト」と柔道整復申請書を突合

し、資格確認を行うこと。エラーリストの内容と柔道整復申請書の内容が一致していること

を確認すること。 

 一致している場合は、全て返戻対象とし、返戻作業を行うこと。 

資格確認結果エラーリストと柔道整復申請書の内容に差異がある時は、その都度広域連合

に指示を求め、その指示に従い処理すること。 

（５） 啓発文書発送対象者の抽出、対象被保険者への啓発文書の発送 

次の手順により、啓発文書発送対象者を抽出し、啓発文書を送付すること。 

① （３）の点検後、啓発文書発送対象に該当する柔道整復申請書を抽出し、「啓発文書発送

対象はり等申請書リスト」を作成し、速やかに広域連合へ提出すること。（広域連合にお

いて、当該リストを基に送付対象被保険者（以下「啓発対象者」という。）を特定する。）

また、「啓発対象抽出基準」の年度途中の一部変更にもその都度対応すること。 

啓発対象となるはり等申請書の条件は 

・多部位施術（３部位以上） 

 ・初療施術（施術月と初療月が同一）  

・頻回施術（１５日／月以上） 

・長期施術（３カ月以上） 

・医科との併給、あん摩・マッサージ・指圧師、鍼灸師施術療養費との併給及び入院中 

の施術 

② 広域連合が特定した啓発対象者については、啓発文書を作成し、送付すること。 

なお、送付先は柔道整復申請書申請欄に記入された被保険者住所とする。ただし、「摘要 

欄の往療先住所が被保険者住所と異なり、かつ当該往療先に居住していると考えられる

場合には、往療先住所へ送付すること。 

 ③ 啓発に関する被保険者等からの問い合わせについては、受託者において丁寧に対応する 

こと。また、施術者や団体からの問い合わせについても同様とすること。 

 ④ 問題が発生した場合は、速やかに広域連合に報告し、その指示を受けること。 

（６） 照会対象者の抽出、照会対象者への照会 

  次の手順により、照会対象者を抽出し、照会文書を送付して回答を回収すること。 

 ① （３）の点検後、（５）の啓発文書発送対象であった被保険者で、内容点検において疑

義があり、文書照会対象に該当する柔道整復申請書を抽出し、「文書照会対象柔道整復申

請書リスト」を作成し、速やかに広域連合へ提出すること。（広域連合において、当該リ

ストを基に照会対象者を特定する。）また、「照会対象抽出基準」の年度途中の一部変更に

もその都度対応すること。 

   文書照会対象となる柔道整復申請書の条件は  

    ・前々月の処理以前に、（６）の啓発文書発送対象者であること 

    ・多部位施術（３部位以上） 

    ・頻回施術（１５日／月以上） 
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    ・長期施術（３カ月以上） 

    ・医科との併給、あん摩・マッサージ・指圧師、鍼灸師施術療養費との併給及び入院

中の施術 

    ・下肢及び体幹に係る傷病名がなく、往療料の算定があるもの 

    ・広域連合が指定したもの 

 ② 広域連合が特定した照会対象者へ、照会文書を作成し、広域連合が別途同封を指示した

啓発文書等と返信用封筒を同封すること。 

   なお、送付先は柔道整復申請書申請欄に記入された被保険者住所とする。ただし、「摘

要」欄のある往療先住所と被保険者住所が異なり、かつ当該往療先に居住していると考え

られる場合には、往療先住所へ送付すること。 

 ③ 照会に対する被保険者等からの問い合わせについては、受託者において丁寧に対応する

こと。また、柔道整復師や団体からの問い合わせについても同様とすること。 

 ④ 照会・回答内容については、「文書照会結果リスト」により広域連合に報告すること。 

 ⑤ 問題が発生した場合は、速やかに広域連合に報告し、その指示を受けること。 

⑥ 照会に対して回答があった場合は、回答と柔道整復申請書を照合し、再度点検するこ

と。 

（７） 柔道整復師への確認 

 内容点検において、請求内容の確認を行う必要がある案件については、柔道整復師に架電

又は施術者照会をし、事実確認を行う。確認結果については、経過（通話の有無、日時、通

話時間、通話内容、対応者、架電者、その他特記事項）を詳細に記録し、又は施術者照会の

回答結果を広域連合に提出すること。 

（８） 柔道整復申請書の返戻 

① 点検及び確認の結果、返戻対象となった柔道整復申請書については、返戻事由がわかる

ように返戻対象申請書の一覧を作成し、返戻について広域連合の了承を得ること。 

② 広域連合が返戻を承認した柔道整復申請書については、柔道整復師に連絡を行い、返戻

理由等を説明し、返戻の了解を得ること。その際、経過（通話の有無、日時、通話時間、

通話内容、対応者、架電者、その他特記事項）を詳細に記録し、広域連合に提出するこ

と。施術所の閉鎖等により返戻が難しい場合は、速やかに広域連合に報告し、その指示を

受けること。 

③ 返戻に伴う柔道整復師や団体からの問い合わせには適切に対応すること。問い合わせと

回答の内容については、軽易なものを除き、柔道整復師ごとに記録し、広域連合の求めが

あれば、随時報告すること。また、広域連合の判断や、広域連合からの回答が必要な場合

は、速やかに報告し、その指示を受けること。 

（９） 過誤理由付せんの作成 

・ 柔道整復師に了解を得た返戻される柔道整復申請書に付する過誤理由付せんは、広域連

合が指定する「過誤理由付せん」の様式（様式３）に必要事項を記入し、作成すること。 

・ 過誤理由付せんの記載事項は、広域連合と協議の上指示に従うこと。 

・ 過誤理由付せんの納品期日及び納品方法については、広域連合の指示に従うこと。 

（１0） 審査等の結果の分析、報告について 

・ 審査等の結果について、広域連合との協議の上、分析し、報告書を作成するとともに、

広域連合が指定する方法により報告すること。 
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・ 各種データについて広域連合が別途、提出（電子や紙媒体）を求めた場合、速やかに提

出すること。 

 

５ その他 

 （１） 専用コールセンターの設置 

   ① 受託者は、被保険者及び施術者等からの問い合わせに対応するための専用コール 

センターを設置すること。 

   ② 専用コールセンターの開設時間は平日９時００分～１７時００分とすること。 

   ③ 業務時間外に受電した場合は、業務時間内にかけなおす旨のアナウンスを流すこと。 

④ 電話回線は、問い合わせ等の対応件数に応じ、適切な電話回線を算出し、受託者の負

担で用意すること。 

   ⑤ 専用コールセンターでの受電及び被保険者及び施術者等への架電に係る電話料金につ

いても受託者が負担すること。 

⑥ 問い合わせや、照会内容、受託業務に関する苦情等について、誠実に丁寧に対応する

こと。 

⑦ 通話の有無、日時、通話時間、通話内容、対応者、架電者、その他特記事項などの詳

細内容を必ず記録すること。 

 （２） 業務体制に関するその他の事項 

  ア 業務体制 

①  業務体制については、事前に広域連合の承認を得ること。 

   ② 業務体制に変更が生じた場合は、その都度広域連合の承認を得ること。 

    A 業務責任者 

     ・業務全般を統括・掌握し、かつ、調整を行い、本業務従事者を指揮監督する者。 

     ・業務責任者は、申請に係る点検業務の管理監督経験を３年以上有していること。 

    B 電話オペレータ 

 ・コールセンター経験者で、本業務のノウハウを速やかに取得できる者。 

C 点検員 

 ・柔道整復施術等の療養費に関しての知識を有し、本業務に係る点検業務経験を３年

以上有していること。 

 ・点検については、柔道整復師の資格を有するものが直接、又は点検担当者を指揮監

督してこれを行うこと。 

  イ 受託者の遵守事項 

   ① 守秘義務及び資料等転用の禁止等 

    A 受託者は、本業務を遂行する上で知り得た情報に対する守秘義務を遵守すること。 

    B この守秘義務は、本業務の従事者を辞めた後も当該従事者に遵守させること。 

    C 広域連合が提供する一切のデータ、資料等をこの業務以外の目的での利用、複写、

複製をしてはならない。 

    D 特に、この業務で取り扱う情報は重要な個人情報であることから、守秘義務のため

に万全の措置を講じること。 

   ② 本業務における指揮・命令等 

    ・ 本業務における各要員への指揮・命令・管理・監督及び指導・育成は、本業務の範
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囲の一環として受託者が責任を持って実施すること。 

   ③ 危機管理 

    ・ 受託者は、さまざまな障害、事故、災害等の緊急事態が発生した場合においても、

本業務の遂行に支障をきたすことがないよう十分な対応策及び緊急時の代替対応体制

を整備すること。 

  ウ 事故等の処理 

   ① 広域連合及び受託者は、業務の履行にあたり、事故等の発生を確認したとき、又はや

むを得ない事由により業務を履行できないときは、直ちにその旨を他の当事者に報告

するとともに、協力して必要な措置を講じること。 

   ② 事故等の発生原因が受託者の側にあるときは、受託者が責任をもって適切に事故等の

処理を行うこととし、速やかに広域連合に「事故等報告書」を提出し、実施すべき事

項及び手順を明確にすること。 

（３） 特記事項 

   ① 当該業務委託の受託期間中は、広域連合への請求事務を請け負わないこと。 

   ② 本業務に係る電子記録媒体（CD-R 等）、受託者と広域連合間の送料、照会文書や回

答文書、送付及び返送用封筒、分析及び報告書等の本業務全般に係る成果物の作成

費、専用コールセンターの設置運用費用及び電話料金、被保険者及び施術師等への架

電に係る電話料金は、受託者負担とする。 

   ③ 被保険者及び施術師等からの問い合わせに広域連合が対応できるように支援するこ

と。 

   ④ 受託者は点検及び対応に必要な柔道整復師の有資格者を配置すること。 

   ⑤ 業務の実施に際しては、必要に応じて担当職員が立ち会うこと。 

   ⑥ 申請書及び本事業に係る成果物等の授受については、受領印を取り交わし、施錠可能

な所定のケースにて運搬すること（ケースは、受託者が用意すること）。 

   ⑦ 申請書及び成果物の搬送については、誤送、毀損、紛失等が発生しないよう十分な対

策を講じること。 

   ⑧ 本業務に関する各種作成物（照会文書、回答文書、封筒等）及び報告書等の作成内容

について事前に広域連合の承認を受けること。 

   ⑨ 本業務における各種報告書に関しては、データ及び紙で提出すること。 

   ⑩ データの電子記録媒体は CD 等とし、表面にデータ内容（各種報告書名、審査月、件

数等）の情報を記載若しくは、貼り付けすること。 

   ⑪ 資料提出の依頼があった場合は、必要に応じて随時作成し、提出すること。 

   ⑫ 本業務の終了後、電子機器に残存するデータは全て削除すること。また、広域連合か

ら送付されたレセプトデータ及び被保険者マスタデータは業務終了後速やかに返却す

ること。 

   ⑬ 受託者は、この仕様書に基づき広域連合の指示に従うこと。 

   ⑭ その他、この仕様書に定めのない事項又は、作業内容に疑義が生じた場合は、広域連

合と協議し、誠意をもってこれにあたること。 

   ⑮ 受託者は、本業務に使用する個人情報の管理に万全を期すため、次のようなセキュリ

ティ対策を講じること。 

    ・ 本業務に関する情報は、業務従事者が利用する端末機以外はアクセスできないよう
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にすること。 

    ・ ウイルス対策ソフトのバージョン等を常に最新の状態に保つこと。 

    ・ 本業務に関する申請書や成果物等については、施錠できる保管庫や金庫等を設置

し、紛失、破損、汚損等の事故が生じないよう、適切な管理を行うこと。 



（様式１） 
 

受  領  書 

 

青森県後期高齢者医療広域連合長 様 

 

 

受領年月日：      年  月  日 

 

 

申請書種別 数量 

１ 治療用装具  

２ はり・きゅう  

３ あん摩・マッサージ  

４ 食事標準負担差額  

５ 柔道整復  

ＣＤ  

合  計  

 

 上記のとおり受領しました。 

 

株式会社         ㊞  

 

 

 

 



返戻理由付せん 
（様式２） 

作成年月日：令和 年 月 日  
〒 
 
 

 御中 

 

 

 
 
 
 
 

この療養費支給申請書（令和 年 月分）は下記の理由により返戻します。 
なお、再請求される場合はこの付せんを添付したままで次回に含めて請求願います。 

保険医療機関等連絡（了解）の有無  令和 年 月 日 
□11 被保険者番号なし  
□12 個人不特定 該当被保険者番号なし 及び 性別なし 
□22 転出（他広域連合） 転出先 

転出年月日         年  月  日 
□24 その他喪失 （具体的に記入） 

□25 資格取得前受診 取得年月日         年  月  日 
□27 資格証該当 該当年月日         年  月  日 
□31 負担割合相違 自己負担      割（  年  月  日から） 
□32 負担限度額相違  負担限度額     円（  年  月  日から） 
□38 医療機関等取り下げ 依頼日       令和  年  月  日 
□39 その他 □1 重複請求（イ 全部・ロ 一部） 

□2 保健給付外（イ 第三者・ロ 労災・ハ その他） 
□3 その他（具体的に記入） 
   

備 

考 
 

 
 

被保険番号 生年月日 性別 合計金額 

     
 

内容についてのお問い合わせは下記にお願いいたします。 
 

保険者名 青森県後期高齢者医療広域連合 

保険者番号 3902 

≪問い合わせ先≫ 
〒０３０－０８０１ 
青森県青森市新町２丁目４番１号 
青森県後期高齢者医療広域連合 青森県共同ビル１階 
業務課  
電話番号 ０１７－７２１－３８２１ 



（様式３） 

過誤理由付せん 
 

作成年月日：    年  月  日   
医療機関コード   

医療機関名  御中 
 
 
 
 
 

この明細書は下記の理由により返戻します。 
なお、再請求される場合はこの付せんを添付したままで次回に含めて請求願います。 

保険医療機関等連絡（了解）の有無 有・無    年   月   日    様 
□11 被保険者番号なし  
□12 個人不特定 □1 性別誤り 

□2 生年月日誤り 
□3 保険者番号誤り 

□22 転出（他広域連合） 転出先 
転出年月日         年  月  日 

□24 その他喪失 （具体的に記入） 

□25 資格取得前受診 取得年月日         年  月  日 
□27 資格証該当 該当年月日         年  月  日 
□31 負担割合相違 自己負担      割（  年  月  日から） 
□32 負担限度額相違  負担限度額     円（  年  月  日から） 
□38 医療機関等取り下げ 依頼日           年  月  日 
□39 その他 □1 重複請求（イ 全部・ロ 一部） 

□2 保険給付外（イ 第三者・ロ 労災・ハ その他） 
□3 その他（具体的に記入） 
   

備 

考 
 
 
 

 
 

被保険者番号 生年月日 性別 決定金額 

 Ｍ・Ｔ・Ｓ  年  月  日 男・女       円 

 
 

内容についてのお問い合わせは保険者にお願いいたします。 
 

青森県国民健康保険団体連合会 
 

国保連レセプト番号（電算管理番号） 

 

 

保険者名 青森県後期高齢者医療広域連合 

保険者番号 ３９０２ 



（様式４） 

令和  年  月  日   

〒 

 

 

 

青森県後期高齢者医療広域連合  

 

 

療養費（鍼灸・マッサージ）支給決定通知書 

 

 今回送金いたします施術療養費の詳細は、次のとおりとなります。ご確認ください。 

  

令和  年  月  日                 振込予定日：令和  年  月  日 

保険者番号 被保険者番号 受診者氏名 施術年月 
日数 

（日） 

支払決定金額 

（円） 

39022017 

39022025 

01234567 

02345678 

コウイキ タロウ 

コウイキ ジロウ 

6.4 

6.3 

8 

10 

15,000 

18,000 

      
件数 

合計 
2 件 

金額 

合計 
33,000 

 

 

金融機関名称： 

支店名称： 

預金種別： 

口座番号： 

口座名義人： 
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